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資産運用会社における運用ガイドラインの変更に関するお知らせ  

 

ニューシティ・レジデンス投資法人（以下「本投資法人」といいます。）が資産の運用を委託する

シービーアールイー・レジデンシャル・マネジメント株式会社（以下「資産運用会社」といいます。）

は本日開催の取締役会において、社内規程である運用ガイドラインを変更することを決議いたしまし

たのでお知らせいたします。  

記  

 

1. 運用ガイドラインの主な変更内容  

 

（新） （旧） 

Ⅰ．資産の運用 

９．開示方針 

（イ）投信法、金融商品取引法、東京証券取引所、

投資信託協会等がそれぞれ要請する内容及び様式に

従って開示を行います。 

Ⅰ．資産の運用 

９．開示方針 

（イ）投信法、証券取引法、東京証券取引所、投資

信託協会等がそれぞれ要請する内容及び様式に従っ

て開示を行います。 

Ⅱ. 利害関係者との取引 

利害関係者との以下の取引に関しては、それぞれの

以下の基準に基づいて行うものとします。なお、利

害関係者とは、①投信法第 201 条にて定義される資

産運用会社の利害関係人等、②資産運用会社の 10％

以上の株主及びその子会社、並びに、③それらの者

の意向を受けて設立された特別目的会社（資産の流

動化に関する法律において規定する特定目的会社、

有限会社、株式会社等を含みます。）を意味します。

本投資法人と利害関係人等との間で取引が行なわれ

たときは、資産運用会社は本投資法人に対して投信

法第 203 条第 2項に基づき当該取引に関わる事項を

記載した書面を交付します。さらに、本投資法人と

利害関係人等以外の利害関係者との間で取引が行な

Ⅱ. 利害関係者との取引 

利害関係者との以下の取引に関しては、それぞれの

以下の基準に基づいて行うものとします。但し、か

かる取引が実行された後に遅滞なく、資産運用会社

は本投資法人に当該取引の内容等を報告するものと

します。なお、利害関係者とは、投信法第 15条第 2

項にて定義される利害関係人等及び資産運用会社の

10％以上の株主並びにかかる者の意向を受けて設立

された特別目的会社（資産の流動化に関する法律に

おいて規定する特定目的会社、有限会社、株式会社

等を含みます。）を意味します。 
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われた場合も、資産運用会社は本投資法人にこれに

準じた報告を行うものとします。 

a. 利害関係者からの物件・資産の取得 

(i) 不動産及び不動産信託受益権の場合 

 1 物件当たりの「投資額」（購入金額のみ

を指し、税金・取得費用等は含みません。）

は、鑑定評価額以下とします。但し、売

主が当該不動産等を利害関係者以外から

取得した場合にはその取得に要した諸費

用（各種手数料、デュー・ディリジェン

ス費用、登録免許税等）相当額を上限と

して、鑑定評価額を上回る価格で取得す

ることができるものとします。 

 

 

 

a. 利害関係者からの物件・資産の取得 

(i) 不動産及び不動産信託受益権の場合 

 1 物件当たりの「投資額」（購入金額のみ

を指し、税金・取得費用等は含みません。）

は、鑑定評価額以下とします。但し、売

主が当該不動産等の取得に要した諸費用

（各種手数料、デュー・ディリジェンス

費用、登録免許税等）相当額を上限とし

て、鑑定評価額を上回る価格で取得する

ことができるものとします。 

 

 

Ⅱ. 利害関係者との取引 

f. 利害関係者に対する工事の発注 

 第三者の見積価格、内容と比較検討した上で発

注します。但し、緊急修繕及び 1 件 100 万円以

下の工事の場合は、第三者の見積を省略して市

場相場に基づき発注できるものとします。 

 

Ⅱ. 利害関係者との取引 

f. 利害関係者に対する工事の発注 

 第三者の見積価格、内容と比較検討した上で発

注します。 

 

 

2. 変更理由  

 

① 平成19年9月30日に金融商品取引法が施行され、また同日付で投資法人及び投資信託に関する

法律（以下「投信法」といいます。）が改正されたことにより、投信法に定める利害関係人

等の範囲が変更されたことを受けて、資産運用会社の10％以上の株主の子会社を自主ルール

に基づく利害関係者に含めることにより、利益相反防止対策を徹底するため、運用ガイドラ

インを変更するものです。  

② その他、軽微な文言の追加及び変更を行ないました。  

以上 
 

  

※ 本資料の配布先：兜クラブ、国土交通記者会、国土交通省建設専門紙記者会 
※ 本投資法人のホームページアドレス：http://www.ncrinv.co.jp 

 


